
 

  

 

テレワーク未経験の管理職と⼀般職のテレワーク意識⽐較調査 
緊急事態宣⾔下で、約 4 割が上司・部下間のコミュニケーションが減少 

・約 8 割の⼀般職がテレワーク継続意向。管理職の約 7 割が「部下のテレワーク」継続を⽀持する意向 
・⼀般職と管理職ともに、最適なテレワーク頻度は「週 2〜3 ⽇」と回答 

 
【2020 年 8 ⽉ 21 ⽇ 東京】 

⼈財サービスのグローバルリーダーであるアデコグループの⽇本法⼈で、総合⼈事・⼈財サービスを展開するアデコ株式会社
（本社︓東京都千代⽥区、代表取締役社⻑︓川崎 健⼀郎、以下「アデコ」）は、2019 年末時点でテレワークの経験が
なく、2020 年 4 ⽉発出の緊急事態宣⾔に伴いテレワークを実施したビジネスパーソンを対象に、テレワークについて意識調査
を⾏いました。特に本調査では、テレワークの経験が少なかったビジネスパーソンのなかでも、「上司」と「部下」の意識の差を明
らかにするため、管理職 300 ⼈と⼀般職 300 ⼈の計 600 ⼈を対象に実施しています。 
 

【調査結果のポイント】 
 緊急事態宣⾔下のテレワークで、約 4 割が、上司・部下間でコミュニケーションの頻度・時間ともに減少 
 また、不安だったこととして、約 5 割の管理職が「部下の業務推進」、「部下とのコミュニケーション」、「他部署と

の連携」と、約 5 割の⼀般職が「同僚との連携」、「⾃⾝の業務推進」、「会社の将来」と回答 
 73.0％の管理職が「部下のテレワーク」の継続を容認する意向。⼀⽅で、⼀般職の「⾃⾝のテレワーク」

の継続意向（83.0％）とは約 10 ポイントの開きがみられた 
 今後もテレワークをしたい理由は、「通勤しなくて良いから」（管理職 87.6％、⼀般職 96.4％）が最多。両

者で 16 ポイント差がでたのが、「⼈間関係の煩わしさがないこと」（管理職 34.7％、⼀般職 51.4％） 
 テレワークにおける最⼤の課題は「チーム間でのコミュニケーション不⾜」（管理職33.3％、⼀般職42.7％）。

また、約３割が上司・部下間のコミュニケーションと回答。 
 テレワークのメリットはともに「ワークライフバランスがとりやすい」が最多だが、管理職（47.0％）と⼀般

職（67.0％）で 20 ポイントの開きが⾒られた 
 最適なテレワーク頻度は、管理職と⼀般職の各約 4 割が「週 2〜3 ⽇ほど」で、最も多かった 

 
＜調査結果についての⾒解＞ 

調査結果について、アデコ株式会社取締役の⼟屋恵⼦は、次のようにコメントしています。 「今回の調査結果から、緊急
事態宣⾔下では、管理職と部下とのコミュニケーションについて「時間・頻度」ともに減少していたことがわかりました。対⾯でのコ
ミュニケーションに慣れ親しんでいた状況から、相⼿の状況が分かりにくいオンライン上でのやりとりに⼾惑いが⽣じ、⼗分なコミュ
ニケーションが図れなかった現状が伺えました。With コロナの時代においては、上司・部下間のコミュニケーションをより円滑かつ
的確に⾏うためにもチャット等のデジタルツールを活⽤しコミュニケーション⼿段を多様にしたり、短時間のミーティングや個⼈ミー
ティングの設定など、やり⽅にも⼯夫が必要です。オンライン上でのコミュニケーションは、対⾯であれば得られる相⼿の表情や⾝
振り等の⾮⾔語情報が圧倒的に少なくなるため、コミュニケーションミスを低減するためにも上司である管理職は意識的に会話
シーンを増やす等、相⼿に合わせた対応が求められています。 



 

  

 

＜調査結果詳細＞ 
（1）緊急事態宣⾔下のテレワークで、管理職・⼀般職ともに、約 4 割が上司・部下間でコミュニケーションの頻度・時間
ともに減少した 

緊急事態宣⾔下でのテレワークにおける部下とのコミュニケーションについて、「頻度」が減った（38.3％）、「時間」が減った
（41.7％）と、約 4 割の管理職が「部下とのコミュニケーション」の頻度・時間ともに減ったと回答しました。⼀⽅の部下の⽴場
である⼀般職においても、「上司とのコミュニケーション」について、「頻度」が減った（35.3％）、「時間」が減った（36.3％）
といずれも 4 割弱が減ったと回答しました。緊急事態宣⾔下で、上司・部下間でのコミュニケーションが減少傾向にあったことが
伺えます。 
 

【緊急事態宣⾔下のテレワーク中、あなたは部下とのコミュニケーションは増えましたか。】（単⼀回答） 
＜管理職 n=300＞

 
【緊急事態宣⾔下のテレワーク中、あなたは上司とのコミュニケーションは増えましたか。】（単⼀回答） 

＜⼀般職 n=300＞ 

 
 
（2）緊急事態宣⾔下のテレワークで、約 5 割の上司は「部下の業務推進」「部下とのコミュニケーション」「他部署との連
携」「取引先との連携」に、約 5 割の⼀般職は「同僚との連携」「⾃⾝の業務推進」「会社の将来」に不安を感じた 

緊急事態宣⾔下でのテレワークについて不安を感じていたことを聞いたところ、管理職が不安に感じたのは、「部下の業務推
進（業務実施状況）」（50.0％）、「部下とのコミュニケーション」（49.3％）、「他部署との連携」（47.3％）、「取引
先との連携」（46.3％）でした。⼀⽅で、⼀般職が不安を感じていた度合いが最も⾼かったのは「同僚との連携」
（51.0％）、次いで「⾃⾝の業務推進」（48.0％）、「会社の将来」（47.7％）でした。 
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【緊急事態宣⾔下のテレワーク中、不安に感じたことはありましたか。】（各項⽬単⼀回答・上位 9 つを抜粋） 
＜管理職 n=300＞                       ＜⼀般職 n=300＞ 

 
（3）上司である管理職の 73.0％が「部下のテレワーク」継続を容認しているが、⼀般職の 83.0％がテレワークの継続
意向。両者で約 10 ポイント差 

今後もテレワークを続けたいか聞いたところ、管理職では、⾃⾝について 75.0％が継続意向で、部下のテレワーク継続につ
いては 73.0％が継続意向でした。これは部下にあたる⼀般職の 83.0％と⽐較すると、10 ポイント差となりました。 

 
【あなたは、今後もテレワークを続けたいと思いますか】（単⼀回答） 

＜管理職 n=300＞ 

 
＜⼀般職 n=300＞ 
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（4）テレワークを続けたい理由は、「通勤しなくて良いから」が管理職・⼀般職ともに最も⾼かった。ポイントに差異があっ
たのは、「⼈間関係の煩わしさがないこと」（管理職 34.7％）に対して、⼀般職（51.4％）と 16.7 ポイント差 

テレワークを続けたいと思う理由を聞いたところ、「通勤しなくて良いから」が最も⾼く、管理職で 87.6％、⼀般職で 96.4％に上り
ました。⼀⽅、管理職と⼀般職の回答で最も差が明確だったのは、「⼈間関係の煩わしさがないから」で、管理職でこの項⽬を挙げた
⼈は 34.7％にとどまりましたが、⼀般職では 51.4%と半数があげ、16.7 ポイントの差異がありました。 

 
「今後もテレワークをしたいと思うと回答した⽅︓その理由は何ですか】（複数回答・上位 8 つを抜粋） 

ｎ 
管理職 ⼀般職 
225 249 

通勤しなくて良いから 87.6 96.4 

プライベートに使える時間が増えるから 51.6 62.7 

時間配分の⾃由度が⾼くなるから 56.4 59.4 

⼈間関係の煩わしさがないから 34.7 51.4 

仕事に集中できるから 48.4 38.6 

⽣産性が向上するから 34.2 23.7 

⻑時間労働抑制のため 31.6 22.1 

⾃⾝のスキルアップに使える時間が増えるから 18.7 19.3 

 
（5）テレワークの良かったところは、管理職・⼀般職ともに「ワークライフバランス」が最多。ただし、両者では 20 ポイント
の開きがあった 

テレワークを実施して良かったところに関して、ともに最も⾼かったのは、「ワークライフバランスがとりやすい」でした。管理職においては
「部下のワークライフバランスがとりやすい」は 47.0％にとどまった⼀⽅で、⼀般職の 67.0％がワークライフバランスをあげており、両者で
20 ポイントの開きが⾒られました。また、両者ともに次に回答が⾼かったのは「無駄な業務が減少する」で約 4 割に上りました。 
  

【テレワークを実施して良かったと思うことはどのようなことですか】（複数回答、上位 5 つをそれぞれ抽出） 
管理職 n=300 ⼀般職 n=300 

部下のワークライフバランスがとりやすい 47.0 ワークライフバランスがとりやすい 67.0 

無駄な業務が減少する 43.3 無駄な業務が減少する 43.0 

⾃⾝のワークライフバランスがとりやすい 42.7 業務の効率が上がる 30.0 

業務の効率が上がる 30.0 ⾃⾝の⾃律⼼が向上する 19.0 

部下の⾃律⼼が向上する 17.7 業務の質が上がる 15.3 

 



 

  

 

（6）テレワークにおける課題は、両者ともに「チーム間」あるいは「上司部下間」でのコミュにケーション不⾜。また、「健康
状態の変化への気づき」や、「サボり」に対しては両者で 10 ポイント以上認識差があった 

テレワークにおける課題については、両者ともに「チーム間でのコミュニケーション不⾜」が最も⾼く、次に「上司」「部下」とのコミュニケ
ーション不⾜をあげている結果となりました。 

⼀⽅で、両者で 10 ポイント以上の開きが出て、認識に差があることが伺えたのが、管理職が「部下の⼼⾝の健康の変化に気づき
にくい」（31.3％）をあげているのに対して、「⼼⾝の健康の変化に気づかれにくい」と考える⼀般職は 18.0％にとどまった点です。ま
た、管理職で「部下がサボっていないか気になる」を挙げた⼈はわずか 14.3％にとどまったのに対して、⼀般職が「サボっていると思われ
ないか気になる」は 28.0％に上り、⼀般職の⽅が過度に気にしていることがわかりました。 

 
【あなたが、テレワークを実施して課題と思うことはどのようなことですか】（複数回答、上位 5 つをそれぞれ抽出） 

管理職 n=300 ⼀般職 n=300 
チーム間でのコミュニケーション不⾜ 33.3 チーム間でのコミュニケーション不⾜ 42.7 
部下とのコミュニケーション不⾜ 31.3 上司とのコミュニケーション不⾜ 31.0 
部下の⼼⾝の健康の変化に気づきにくい 31.3 仕事に集中しにくい 29.0 
上司とのコミュニケーション不⾜ 27.3 サボっていると思われないか気になる 28.0 
部下の仕事ぶりが分からない 22.3 業務の効率が下がる 25.3 

 
（7）最適なテレワーク頻度について、管理職・⼀般職ともに約 4 割が「週 2〜3 ⽇ほど」で最多 

テレワークの最適な頻度について質問したところ、「週 2〜3 ⽇ほど」の回答がいずれも最も⾼く、管理職（43.7％）、⼀般職
（43.3％）でした。次に、「週 4 ⽇以上」の回答が⾼く、管理職（29.3％）と⼀般職（36.7％）でした。また、「⽇本の社会全
体で、テレワークを拡⼤すべき」という回答は、管理職で 75.3％、⼀般職で 81.0％と 7 割以上を占めました。 

 
【テレワークの最適な頻度はどれくらいだと思いますか】（単⼀回答） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

【⽇本の社会全体で、テレワークを拡⼤すべきだと思いますか】（単⼀回答） 
 
 
 

※回答結果はパーセント表⽰を⾏っており、⼩数点以下第 2 位を四捨五⼊して算出しているため、各回答の合計が
100％にならない場合があります。 

※本調査では、「管理職」を 3 ⼈以上の部下がいる⼈と定義しております。 
【調査概要】 
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※回答結果はパーセント表⽰を⾏っており、⼩数点以下第 2 位を四捨五⼊して算出しているため、各回答の合計が 100％にならない場合があります。 
 
【調査概要】 
調査対象︓⽇本全国の 20 歳〜59 歳の男⼥で、50 ⼈以上の従業員がいる会社に勤めている正社員。かつ、2019 年末時点でテレワ

ーク未経験で、2020 年 4 ⽉の緊急事態宣⾔後に週 4 ⽇以上テレワークをしたビジネスパーソン。 
① 管理職（3 ⼈以上の部下がいる） 
② ⼀般職 

 
サンプル数︓600 ⼈（管理職︓300 ⼈、⼀般職︓300 ⼈） 
調査⽅法︓インターネット調査 
実施時期︓2020 年 7 ⽉ 25 ⽇〜27 ⽇ 
 
アデコ株式会社について 
アデコ株式会社は、世界 60 の国と地域で事業を展開する世界最⼤の⼈財サービス企業、The Adecco Group の⽇本法⼈です。コンサ
ルテーションを通じ、働くすべての⼈々のキャリア形成を⽀援すると同時に、⼈財派遣、⼈財紹介、アウトソーシングをはじめ、企業の多岐にわ
たる業務を最適化するソリューションを提供します。アデコはより働きがいを感じられる社会の実現を⽬指し、さらなるサービスの強化に取り組
んでいます。当社に関するより詳しい情報は、www.adeccogroup.jp をご覧ください。 
 
【本件に関するお問い合わせ先】 
アデコ株式会社 広報部 
Tel. 050-2000-7024 


